鳥インフルエンザとの闘いから徐々に後退するインドネシア

　　シドニー（ロイター電）鳥インフルエンザサンプルを外国の研究機関と共有することを拒否しようとするインドネシアの態度は、WHO（世界保健機関）の世界的なインフルエンザ防衛網を弱体化させる危険性をはらんでいると木曜日にWHOの高官とオーストラリアの研究所が警告を発しました。

　　先月、血漿製剤メーカーであるCSLはインドネシアのサンプルを用いて鳥インフルエンザのワクチンを開発しました。そしてそれは知的所有権を保護するためにH5N1サンプルをもはや共有しないというジャカルタの決定の一因となるものです。

　　世界でも有数の血漿製剤メーカーである、CSL社は、インドネシア政府の行為は鳥インフルエンザワクチンの開発を遅滞させるものであり、仮に他の国々が先例にならい季節的な要因であるインフルエンザサンプルの拠出を拒むことになれば、あらゆるワクチンの開発計画が頓挫するだろう、と主張しました。

　　「このインドネシアの行為は、WHOが40年間に渡り実施されてきた優れたシステムを弱体化させ、それによりWHOはインフルエンザの種をサンプリングし且つ種を製薬会社に配布し」とCSLのPublic Affairs の Rachel David 博士は話しています。

　　「それはここ半世紀において破滅的な流行性インフルエンザに対して世界の住民を守ってきたのです。」とロイタ
ーのインタビューに対してDavidは話してくれました。

　　「彼らに動機を与え続けるかに関わらず、このような行為によってこのシステムが弱体化すれば、いずれ、全ての国において皆が傷つくことになるでしょう。それはインフルエンザワクチンに効果的な接触が今よりスローペースにならざるを得ないからです。」と彼女は話しています。

　　ジャカルタは、政府はインフルエンザの菌株という知的所有権を所有すると主張し、その菌株から生じたワクチンを開発し利益を得ることを示唆しています。政府は、商業目的に利用しないことに同意する人々とサンプルを共有することを望んでいるといっているのです。

　　WHOはウィルスサンプルの拠出を拒むことはインフルエンザプログラムの弱体化になるものだと主張しています。

　　現在、循環しているウィルスや潜在的に循環しているウィルスにとってもっとも調和されたワクチンを持つことは、WHOのインフルエンザ監視プログラムの基礎である。」

とWHOメルボルンインフルエンザセンターの,Deputy Director of laboratoriesであるIan Barr氏は話してくれました。

　　WHOはインドネシアの行為は、将来突然変異するウィルスとの戦いにとってワクチンに接触することを厳しくするものになるだろうと話しています。

　　「もし幾つかの新しい変異体がここ２～３年の内に発生するような事態になれば、接触することは困難となるでしょうし、一定の制限の下に置かれるでしょう。それは会社がワクチンを開発することをとても困難なことにするものです。」とBarr氏は言います。

　　「それはインドネシア自身がワクチン得るに当たって影響を受けることになるでしょう。」

　　鳥インフルエンザは主に一つの動物の病気となっている。しかし、感染した鳥と深く接触そた人を死に追いやることができます。鳥インフルエンザは過去4年で160人以上の犠牲者をだしています。特にインドネシアは63人という最大の犠牲者をだしています。

　　CSLの鳥インフルエンザワクチンは南半球で確認され始めたのもので、会社側は6ヶ月以内にオーストラリアの2千万人に対して予防接種をすることが可能であるとしています。

　　CSLはインドネシアの知的所有権についての主張を拒否いたしました。この理由は、当該ウィルスが地理的起源を持たなかったこととウィルスが絶えず変異しているというものでした。

　　H5N1ウィルスは2003年にアジアで再出現が確認されて以来、中東、アフリカそして欧州と拡散していきました。そして大発生は現在ではおよそ50の国において鳥で確認できるに至っています。

　　「菌株の前に国の名前をつけることは・・・それが最初に隔離されるという状態が起こります。それはその場所で発生した菌株やその場所に留まる菌株を意味するものではありません。」とＣＳＬのDavid氏は言います。

　　「このことは、彼らが適法にインドネシアで直ちに利用できる汎流行性のワクチンの製造能力を持つことがないということについての合法的な不安を宣伝することを提起したものであります。」

　　オーストラリアの生物薬剤メーカーはインドネシアはCSLが開発したワクチンに接触また利用するためにオーストラリア政府に接触することができたのにしなかったと述べた。

　　海外で開発された鳥インフルエンザワクチンの費用を負担する経済力がないというインドネシアの懸念は、合理的なものだとWHOは見ています。

　　「WHOは発展途上国の研究を行うために製造者を確保しており、発展途上国の製造者への助成をおこなっている。」とBarr氏は述べました。
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